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暴力団等反社会的勢力排除の取組み例 

 

 

 

 

 

法律による暴力団排除           職域・業界の暴力団排除組織 

 

 

 

   

    条例・要綱等による暴力団排除                

 

 

 

 

暴力団排除条項による暴力団排除             地域の暴力団排除組織 

           

 

 

 

                         

注１ 「平成 19年警察白書」の警告 

暴力団の資金獲得活動は、我が国の経済社会活動の根本を浸蝕しかねない病理・・・ 

放置すれば、我が国経済活動の健全性を損ない、いずれは我が国全体の利益が侵奪される

ことになりかねない。 

注２ 「政府指針」（平成 19年 6月制定）～抜粋 

「反社会的勢力による被害を防止するための基本原則」 

１．組織としての対応 ２．外部専門機関との連携  ３．取引を含めた一切の関係遮断 

４．有事における民事と刑事の法的対応   ５．裏取引や資金提供の禁止 

「平素からの対応」 

 １．契約書や取引約款に暴力団排除条項を導入する 

２．外部専門機関の連絡先や担当者を確認し、平素から担当者同士で意思疎通を行い、緊

密な連携関係を構築する 

３．暴力追放運動推進センター、企業防衛協議会、各種の暴力団排除協議会等が行う地域

や職域の暴力団排除活動に参加する。 

注３ 暴力団排除条例（平成 23年 10 月迄に全国の全都道府県に施行）～義務・制裁 

「契約締結時の確認義務」（暴力団関係者でないことを確認する） 

「暴力団排除条項導入義務」（暴力団関係者の無催告解除、関連契約の解除等の特約） 

暴力追放運動推進センター 

 

警察本部・警察署 行政機関・関係団体 弁護士会・弁護士 

○繁華街犯罪組織排除協議会 
○クリーン作戦推進協議会 
○再開発地区暴力団等排除協議会 
○重点モデル地区暴排パトロール隊 
○みかじめ料排除推進協議会 
○暴力団排除地区推進連絡会      等 

○貸金業 ○産業廃棄物処理業 ○探偵業 

○建設業 ○自動車運転代行業 

○特定非営利活動法人（NPO）    等 

○公営住宅入居  ○不動産の譲渡等 

○保護・支援  ○青少年の健全育成 

○広報・啓発  ○利益供与の禁止 

○生活保護申請却下・支給停止   等 

○企業防衛協議会 
＊IT/AI 業界関係企業の対策協議会等の結成
と活動の拡充へ 

○証券・警察連絡協議会 
○銀行・警察連絡協議会 
○建設・警察連絡協議会 
○警備業協会暴力団等排除対策協議会 

○ゴルフ場・警察暴力追放協議会 等 
  等 

○ゴルフ場の利用約款 

○旅館・ホテルの宿泊等利用約款 

○地区みかじめ料排除協議会加入店の 

暴力団排除条項導入約款制定 等 

○暴力団離脱者社会復帰対策協議会 

（行政機関・関係団体・民間企業） 


